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国際教育協力事業 に お ける教 育実践 を基盤 と した研修プロ グラ ム の構築

　　　　　　一ボ リビア多民族国研修生 を対象 とした事例 を通 して一
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　国際協力機構お よび筑波大学附属特別支援学校 5校 と の 連携協力の もと 、 筑波大学

特別支援教育研 究セ ン ターで展開 して きた現職教員研修事業 と青年海外協力隊派遣現

職教 員へ のサ ポ
ー

ト事業 （「国際協力 イニ シ ア チ ブ」教 育協力拠点形成事業）の 実績

を い か して 、ボ リ ビア多民族 国の 研 修生 を対象に 教育実践型の 本邦研修 を実 施 した

（2011年度〜 2012年度）。本稿 で は本邦研修 プ ロ グ ラ ム を概 観した 上で、研修 生 に よ

る研修評価 をもとに 、 国際教育協力における教 育実践型研修の 今後の 方向性に つ い て

検討を試み た 。 その 結果、研修前後の 指導の 重要性と帰国後の フ ォ ロ ー体制 の 構築の

必要性な どが 改め て確 認された 。 さら に 、 こ の ような国際教育協力に よっ て 日本の 特

別支援教育 の 「専門性」を再考する機会 が得 られるこ とが示唆され 、国際教育協力 の

成果や 実績が 日本の 特別支援教育 の 展開に も深 く寄与 して い くこ とが 期待される 。
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1．問題の 所在と目的

　途上国 の 高等教育機関の 多 くは 、十分 な資格

を もっ た教員や教 育 ・研究用の 施設 ・機材の不

足 な どの 問題 に直面 し、 質の 高 い 教育や研究活

動の 提供が 困難で あ り、国際教育協力の 重要性
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が指摘されて い る （国際協力機構 ， 2011）。 こ の

よ うな状況の 申、これ まで の 国際教育協力の 実

績 を踏 まえ、国際協力機構 （2011）は   教員研

修の 改善を通 じた教員の 能力強化、  コ ミ ュ ニ

テ ィ を巻 き込ん だ参加型 の 学 校運営体 制 の 確

立、  現地業者を活用 した学校校舎の 建設 、  

こ れ らの 協力の 持続性確保の観点か ら不可欠な

中央お よび地方の 教育行政官の 能力強化を重点

とした協力を推進 して い る 。

　国際教育協力には、学校建設や教育機器の 提

供 と い っ た ハ ー ド面 だけで な く、 教育内容 ・方

法 、 教育課程 、 教員養成 ・研修な どの ソ フ ト面

の 側面 が ある 。 1990年以 前 の 我 が 国 に お ける

国際教育協力 は 、 途上 国で 顕在化 して い る個々

の 問題 に対し、ハ ー ド面 を中心 に単発で対処 を

行 うと い うア プ ロ ーチが
一般的で あ っ たが、部

分的な問題の 解決 に と どま り、問題全体の 解決
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に まで 至 らな い ケース が多 く見受け られた （中

村，2010）。 しか し、1990年 に タイの ジ ェ ム テ ィ

ン で 開催 され た 「万 人の た め の 教育世 界会議」

を契機 に、日本にお ける開発援助の 人材拡充の

必 要性へ の 認識が 高ま り、 教育の 質の 向上 を重

視 す る ソ フ ト面 へ の 転換が な され た （河合 ，

2009）。 特に 1990年代以降 、 国際教育協力 にお

い て 、 大学 に よ る人材育成や 研究が 組織的に行

われ るように な っ て い る 。

　小川
・
桜井 （2008）は、大学 が 国際教育協力

に関与する こ との 利点 として 、   国際教 育協力

に大学の 知を広 く活用す る こ とが可 能 とな る こ

と、  大学教員 などが参加す る こ とに よ り教育

研究に係 る知識や 経験の 整理 ・蓄積 、 理論化や

モ デ ル 化 、 実証を通 じた教育協力モ デ ル の 構築

に貢献する こ とで きる こ と 、   外部資金 の導入

が可能であ る こ とを挙 げて い る 。 今後 、 国際教

育協力分野にお い て も、 大学が有す る資源を有

機的に結び つ け 、 積極的に国際社会 へ と関与す

る こ とが 求め られて い る 。

　他方 、 特別支援教育分野に おい て は 、 2006年
に 国連で 採択 され た 「障害者の 権利条約」で、「あ

らゆ る国 （特に 開発途上 国）にお け る障害者の

生活条件 を改善す るため の 国際協力が重要 で あ

る こ と」が 示され 、 特別支援教育分野に お ける

国際教育協力の 重要性が明確にな り、これ まで

以 上 に 特別支援教育分野にお ける 日本の 積極的

な関与が期待 されて い る。こ れ まで の 特別支援

教育分野 に お ける 日本の 国際教育協力の 具体的

な取組 の多 くは、国際協力機構 （JICA）が 中心

的役割 を担 っ て お り、 政府機関や大学な どが組

織的に関与 した取組 は多い とは い え ない 。 また 、

国際教育協力の 方法に つ い て は 、 特 別支援学校

の 教員が現地で の 教育実践の 場に お い て研究授

業や指導法に関する支援 を行 うとい う方法が 中

心であ り （河合，2009）、 日本 の教員や専門家が

現地 で調査や授業参観 を行 う形態や 、日本の 教

員が 現地の 特別支援学校で授業や講義 ・研修を

する形態などの 報告が 散見され る （柿 山，2007 ；

河合 ， 2009；鳥越，2007；鳥越 ・堀谷，2008）。

　その ような現状 の 中で 、日本の 「優 れた実践

（good　practice）」を途上 国に紹介する取組 も報

告 され て い る （田 中，2008）。 佐藤 （2008）は 、「優

れ た実践 （good　practice）」 を基 に した教育開発

援助 プ ロ グラ ム は財政面の負担は少な く、ソ フ

ト面にお い て効率的か つ 効果的 に教育改善を促

す こ とが で き る教育 開発 援助 モ デ ル で あ る と

し、そ の 有効性 に つ い て 言及 して い る 。 また、

中 田 （2008）は、イ ン ドネ シ ア の 事例 をモ デ ル

と して 、教育協力 を受 ける側の 現状を考慮 した

国際協働授業研究 モ デ ル を提案 して い る 。 こ の

モ デ ル は 、 現 職教 員 を対象 とした もの で あ り、

教育協力する側 と受ける側の双方の 教員が授業

を行 い 、 実施 した両者 の 授業 に つ い て議論する

研究協議会を行うと い うもの で 、質の 高い 授業

に つ い て の 意見の 共有化が可能 となる双方向方

の 授業研 究モ デ ル で ある 。

　 こ の ような 日本の教育実践の 蓄積 を発信す る

試み は 数少な く、田 中 （2008）は 「日本型教育

実践 （Japanese　Education　Model ：以下 ，
　 JE モ デ

ル ）」 として 提案 して い る 。 JE モ デ ル に は、授

業研究 、 運動会、授業参観 なども含 まれ て お り、

特 に 日本の 授業研究は
“
Lesson　Study

”
として

世界に 普及 し つ つ ある 。 JE モ デ ル の 有効性は、

国際教育協力 にお い て も活用範囲が 幅広い だ け

で な く、教 育協力す る側 に と っ て も自国の 教育

を振 り返る契機 とな り、 相互に教育の 質が 高ま

る とい う指摘 もある （田中 ， 2008）。 こ の よ うな

JE モ デ ル を日本の 「優れた実践 （good 　practice）」

と して 発信 して い くこ とに よ っ て 、 国際教育協

力へ の 可能性が広が っ て い くと考え られ る 。

　そ こ で、本稿にお い て は 、 筑波大学特別支援

教育研究セ ン ターで 展開 して い る現職教員研修

事業お よび青年海外協力隊派遣現職教員へ の サ

ポ ー ト事業で培 っ た知見をもとに国際教育協力

に 資す る研修 プロ グ ラ ム を構築 し、 その プ ロ グ

ラ ム が途上国の 特別支援教育の 向上に どの よ う

な効果をもた らすの か に つ い て、ボ リ ビ ア 多民

族国にお ける事例 を通 して 検討 し、今後の 国際

教育協力の あ り方 に つ い て 考察する こ とを 目的

とす る。
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国際教育協力事業 に お ける 教育実践 を基 盤 と した研修 プ ロ グ ラ ム の 構築

五．国際協力機構との連携に よ る 「ボ リビア 多

　民族国特別支援教育教 員養成プロ ジ ェ ク ト」

　 1 ．ボ リビア 多民族国の特別支援教育の現状

　ボ リビア多民族 国で は 、 1990年以 降 、 統合教

育 を目指 し 「バ リア フ リ
ーの 推奨」 と 「段 階的

な学校教育へ の 統合」の 推進が 決定された 。 し

か しなが ら 、 特殊教育の 及ぶ範囲は特殊教育諸

学校 に限 られ、普通教育内の 障害児 に対す る ケ

ア や普通学校へ の 啓発 まで には至 らなか っ た 。

その 後 、 2006年に
“
Plan　Nacional　de　lgualdad　y

Equiparaci6n　de　Oportunidades　para　las　Personas

con 　Discapacidad（障が い 者の 平等 ・機会均等に

関す る国家計画 ：以 下 ， PNIEO ）
”

が制定され、

教育分野の 目的 と して 「特別支援教育の必要 な

生徒たち の 能力 に応 じた 国家教育制度にお ける

イ ン ク ル ージ ョ ン の促進」が明示 された 。 こ の

PNIEO に基づ き特別支援教育分野の強化が 仕切

り直され 、 新規教員養成校に特別支援教育専門

課程の 設置が決定され た 。 その 後、2010年に は

“
Lay 　de　la　Educaci6n 「’Avelino　Sifiani− Elizardo

P6rez ”

（以下，新教育法）
”

にお い て特殊教育の

位置づ けが明確化 され たが 、そ こ で 目標 として

掲げ られ た 9項 目中 1項 目の み に若干の 進展が

み られ る状況に とどまっ て い る 。 その た め 、 現

在 にお い て も、新教育法に示 され た 目標達成 に

向けて の 努力が続け られ て い る 。

　また、国際協力機構人 間開発部 （2010）に よ

る プ ロ ジェ ク ト策 定に伴 う報告書にお い て は、

ボ リビ ア 多民族国の 特別支援教育の 現状 に つ い

て 、 特別支援学校に は就学すべ き障害の あ る児

童生徒 の 2．25％ が 通学 してお り、 普通教育に在

籍で きて い る極めて少数 を除けば、障害の あ る

子 ど もの 約 98％ が 教育を受けて い な い こ とや 、

大多数の特 別支援学校 にお い て個 々 の 子 どもの

ニ ーズ に応 じた適切 なカ リ キ ュ ラム と施設の 準

備が不充分で ある 状況が 報告 され て い る 。 そ し

て 、 こ の よ うな状況が生 じる背景 に つ い て 、 

特別支援教育に お ける政策の 欠如 、   教師や専

門家 に対す る専門的 な要請の 欠如 、   障害者の

自立 を最大限に可能 にす る教育 シ ス テ ム や 普通

教育の カ リ キ ュ ラ ム を基盤 に置 き障害別の 配慮

が なされ たカ リキ ュ ラ ム の 欠如 などが 関与 して

い る と分析 して い る （国際協 力機構 人 間開発

部 ， 2010）。 特 に 、 特別支援 学校 に勤務す る教

員の 7割が普通 教育の免 許状 しか保 有 して い な

い 現状 に くわ えて 、新規教員養成校に特別支援

教育を担う専門人材を育成するため の 養成課程

が存在 しない こ とが 、 特 別支援教育の 促進 と発

展 を妨 げて い る と考え られ、特別支援教育 に関

する知識 と実践力を もつ 中核的人材の養成が喫

緊の 課題で ある 。

　 こ の よ うな事態 を改 善す べ く、 2008年 に ボ

リ ビ ア 多民族国 の 教育省教員養成局 よ り日本国

に対 して 特別支援教育 を専 門とす る人材育成へ

の 協力が要請され 、 それ に応 じて 「ボ リ ビア多

民族国特別支援教育教員養成 プ ロ ジ ェ ク ト」が

2010年度か ら 2 年半の 期 間 の 予 定で 展 開 され

て い る と こ ろ で ある。

　 2 ．「ボ リビア 多民族国特別支援教育教 員養

　　成 プロ ジェ ク ト」の概要

　本 プ ロ ジ ェ ク トで は、「ボ リビ ア 国 の 特別支

援教育を担 う中核人材 を育成す る」 こ とが 目標

と して 掲 げ られ て お り、その 目標達成まで に想

定 され る プ ロ セ ス は Fig．1に 示す通 りで あ る

（国際協力機構 ，
2012），

こ こ で 掲げ られ て い る

目標 を達成す べ く研修 を受ける コ ア グ ル ープ と

は、新規教 員養成学校 （3 校）の 教員 と、特別

支援学校 パ イ ロ ッ ト校 （7校 ）の 教 員で あ り、

2011年 度の 段 階 にお い て は計 43名で 構成 され

て い た 。 新規教員養成学校 の 教 員に つ い て 、  

教員資格 を有する者、  教育学士、心理学士 ま

た は教育心理学を学ん だ者、  特殊教育ある い

は統合教育 の 教員で あ る者、と い う条件を満た

す者で あ っ た 。

一方 、 新規教員養成学校 と
一
体

化 して 機能する特別支援学校 パ イ ロ ッ ト校 （以

下，パ イ ロ ッ ト校）に つ い て は、  公立 ある い

は半官半民で ある機関、  知的障害 、 聴覚障害 、

視覚障害、肢体不 自由の 障害別の 生徒のケ ア を

して い る機関 、   普通教育の カ リキ ュ ラ ム を基

盤 と した学校独 自の カ リ キ ュ ラ ム をもつ 機関、

と い う条件 を満 たす機 関か ら選 出され た教 員で

あ っ た。
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　2010年 6 月一一　2012年 3 月 まで の 期 間 の 予 定

で、ボ リ ビ ア 多民族 国に お い て 全国研修セ ミ

ナー （8 回）と県研修 セ ミ ナ ー （14 回）が 実施さ

れて い る 。 こ れ らの セ ミナ
ー

で は 、   障害に 関

する基礎知識の 資料作成、  実態把握 ・発達診

断の 実践 とガイ ドブ ッ ク作成、  個別指導計画

の 実践 とガ イ ドブ ッ ク作成 、   パ イ ロ ッ ト授業

の 計画 と実施、  授業 の 体系化 と評価 関連資料

の 作 成 、   教材作 成 （理論 とケ
ー

ス ス タデ ィ）

な どの 内容が含まれ てお り、これ ら の 成果が ボ

リビ ア多民族国における教員養成課程の 充実や

特別支援教育に 携 わる教員の 研修 を補完する教

材 と して活用 され る こ とが期待 され て い る。

　 3．「ボ 1丿ビア 多民族国特別支援教育教 員養

　　成プロ ジ ェ ク ト」における本邦研修の位置

　　づ け

　本 プ ロ ジ ェ ク トで は、 日本の 特別支援教育に

携わ る現職教員や 専門家 をボ リビ ア多民族国へ

派遣 し、ボ リビア多民族 国で 行われ て い る授業

や指導 に対 して助言を行 うだけで は な く、 教育

実践 を基盤 に置 い た プ ロ グ ラ ム を活用 した本邦

研 修をプ ロ ジ ェ ク トの 中核 に位 置づ けて い る 。

すなわ ち、Fig，1の 「コ ア グ ル ープにお け る成

果 1 〜成果 3」に 相当する 内容 には、 日本の 教

育実践の 場 に身を置き学ぶ 経験を通 し て 、 ボ リ

ビア多民族 国で展開され て い る研修の 成果 をよ

り向上 させ 、特別支援教育の 強化 を促進す る こ

とを 目指 した構成が含 まれ て い る 。

　本邦研修に求め られ る 成果 に つ い て は、「ボ

リ ビ ア 多民族国特別支援教育教員養成プ ロ ジェ

ク ト」 に おける ボ リビア多民族国内の 研修進捗

との 関係 か ら、2011年度に は 「子 ど もの 実態

把握 と個別 の 指導計画 の 作成」、 2012年度に は

「授業案お よび教材教具の 作成」が 目標 と し て

掲げ られ た 。

皿．教育実践 に基盤 に置 い た本邦研修プロ グラ

　 ム

　 1 ．本邦研修 プロ グラム の 内容

　日本 にお ける特別支援学校の 教師は 、 在籍者

の 障害の 重度 ・重複化 、 多様化へ の 対応 や地域

支援 の 展開な ど、多岐 にわたる複雑 な課題に専

門的に 向き合 うこ とが求め られ て お り、 専門性

の 向上 にお い て は 、 「科学 の 知」 と 「実践の 知」

の往還 に よる新たな知の創出が 不可欠で ある と

考えられ る 。 そ の よ うな背景の もと 、 筑波大学

特別支援教育研究セ ン タ ーに お い て は 、 2005年

度 よ り大学 と附属特別支援諸学校が有す る実践

的か つ 総合的 な資源を基盤 と した研修プ ロ グ ラ

ム を活用 して 、高度職業人の 養成を目指 した現

職教員研修事業を展開 して い る 。 現職教員 プ ロ

グ ラ ム は   附属学校 にお ける 教育実践 型研修

（授業分析 ， 指導計画お よび指導法，地域支援体

制の 理 解 ， 子 ど もの 実態把握 な ど）、  大学教

員 に よ る 講義 （特別支援教育に 関わ る総論 ， 特

別支援教育の制度 と歴 史 ・教育課程，ア セ ス メ

ン トの 意義な ど）、   セ ン ター教 諭に よる演 習

（ア セ ス メ ン ト， 指導 ・教材 など）、   自己計画

研修 （大学 な どの 聴講お よび科 目等履修 ， 派遣

先 の 研修な ど）で 構成 される 。 研 修プ ロ グ ラ ム

の 詳細に つ い て は、斎藤 ・前川 ・安藤 ・尾之上 ・

瀬戸 口 ・原田 ・松 原 ・雷坂 （2006）における現

職 教員研修 に関す る ニ ーズ調 査の 結 果 を踏 ま

え 、 研修 ニ ーズが高 い 傾 向に あ っ た 「指導法1
「重 複障害」「児童生徒理 解」な どを網羅す る よ

うな内容 に くわえて 、  個 々 の 教 員研 修生 の

ニ ーズに焦点 をあて た 附属学校 の 教育実践型研

修 を配置し、セ ミオーダー型の 柔軟性 に 富む教

育実践型 研修 プ ロ グ ラ ム を提供 して きて い る 。

また、試験的試行で はあ っ た もの の 、 2006年度

に は講義やセ ミナーの e ラ
ーニ ン グ配信や講 師

派遣型研修 などに つ い て も展開 し、そ の 有用 性

につ い て検討 を重ねて きた 。 さらに、現職教員

研修事業で構築 した研修の 実績 を国際教育協力

へ と発展 させ 、 青年海外協力隊派遣現職教員へ

の サ ポ
ー

トに も着手 し、 筑波大学附属特別支援

学校 5校の 協力体制の もと、人材 お よ び教材 、

指導法な どにつ い て の 実践的なサポー トを行 っ

た （筑波大学特別支援教育研究セ ン タ
ー

， 2007；

筑波大学特別支援教育研究セ ン タ
ー

， 2008）。

　こ れ らの 実績 を踏 まえた上で 、本プ ロ ジ ェ ク

トで は ボ リビア多民族国の 教育制度や 文化 を考
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【ボ リビア 多 民族 国 にお ける特別 支援教育の 改善 】

　 　 　 　 　 　 【上位 目標】

　 　 特別 支援教育に 携わる人 材育成の 強化

特別支援教 育に 係る知 識，技術、経験の 伝 達と共 有

Fig．1　「ボ リ ビ ア 多民族 国特別支援教育教員養成プ ロ ジ ェ ク ト」 に おけ る成果 目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊
国際協力機構 （2012）をもとに作成

慮 した 本邦研修プ ロ グラ ム を作 成 した （Table

1）。 2011年 度 は、感覚障害 に重 点 を置 い た研

修生 を対象 として 、 筑波大学附属視覚特別支援

学校お よび筑波大学 附属聴覚特別支援学校 に お

け る 教 育実践 を活用 で きる 内容で 構 成 した 。

2012年度 は運動 障害 と知 的 ・発達 障害 に重 点

を置 い た研修生 を対象 と し て 、筑波大学附属大

塚特別支援学校お よび筑波大学附桐が 丘特別支

援学校 における教育実践を活用で きる内容で 構

成 した 。 い ずれの プ ロ グ ラ ム につ い て も、   講

義 （日本の 特別 支援 教育に関 わ る総論）、   教

育実践型演習 ・実習、  参観 ・見学の 研修形態

を網羅 して い る 。 また 、 上述 に もある よ うに 、

2012 年度の 本邦 研修 の 成 果 と して 「授業案 の

作 成」 が求め られ て い たため 、 2011度に 実施

した研修プ ロ グ ラ ム を再構築 し、  教育実践型

演習 ・実習の 項 目に研究授業の 内容 を新 たに組

み込ん だ 。

　 2．本邦研修の対象

　研修対象者は 「ボ リビ ア 多民族国特別支援教

育教員養成 プ ロ ジ ェ ク ト」にお ける コ ア グル ー

プ か ら選出 され た 20名で あ っ た 。 そ の 内訳 は

新規教員養成学校 の 教員が 6名 、
パ イ ロ ッ ト校

の 教員が 14名で あ っ た 。 こ れ らの 20名の うち、

平成 23年度 11月 に視覚 ・聴覚障害 を主 とする

10名 （内訳 ：教員養成学校教員 3名 ，
パ イ ロ ッ

ト校 7 名）、平成 24年度 6 月に運動障害 と、 知

的 ・発達障害 を主 とする 10名 （内訳 ：教員養成

学校教員 3 名，
パ イ ロ ッ ト校 7 名） が本邦研修

に参加 した 。

N ．本邦研修 に対する研修生の評価

　2012年度の 研 修プ ロ グ ラ ム で は、「ボ リ ビァ

多民族 国 にお ける特 別支援 教育教 員養成プ ロ
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Table　1　本邦研修プ ロ グ ラ ム 概要 （2011 年度お よび 2012年度）

研 修形態 内容 研 修 実 施 機関 ・協 力機 関

講 義 日本の 特別支援教育 に 関す る ・
日本の 特別 支援 教育の 制度

講義 ・自立 活動 と個別の 指導計画 と教育課程
・ア セ ス メ ン トの 意

．
・
螳麹
・　 材教具 と 旨

1
，法

筑 波 大学特別支援教育研究
セ ン タ

ー

附属学校に 関する 講義 ・
筑波大学附属特別支援学校の 使命 と役 割
・筑 波大 学 附 属 獰 甥 支 援 学 校 にお げ る研究灣

動，校内所 修

教育実践型 各障害教育 に 関 する演習
・
実 習

・
学校概要

演習
・
実 習 （障害領域 グ ル ープ 別 に 該 当す

・各学 部 の 教 育 と指 導 法

る学校に て実 施 ） ・自立 活動

　子 ど もの 実 態 把 握，ア セ ス メ ン ト，個別の

指 導 計画
・
早期教育
・移行支援，進路指導，職業教育

筑波大学

附属特別支援 諸学校

（視覚 ， 聴覚，知 的，肢体

不 自由）

・
一

殖

　　．　　　 の 祓 ）

到 達 目標に 関する ワ
ー

ク シ ョ ッ
・
子 どもの 実 態把握，ア セ ス メ ン ト

プ 飼嬲 の 背導 計画 筑波大学特 別支援教育研究
（ボ リ ビア 多民 族国に お ける事

・
麩 塞 セ ン タ

ー
例 に 基 づ い て実 施）

プ レ ゼ ン 研 修成果報告 とま とめ ・ワ
ー

ク シ ョ ッ プ成 果の 発表会 国 際 協力 機 構 ，
テ
ー

シ ョ ン ・研修全体の まとめ 筑波大学特 別支援教育研究
セ ン タ

ー

参観 ・見学 筑波大学特 別支援 諸学校 に お け 麗 波大 学障 痒抖学系お よ び鰐孫教 育組凝
る研 修内容 の 理 解を深 め る た め ・筑 波メ：学鱆 害学 生支援 宥
の 学内外見学 ・筑 波技術 大 学 r蕩覚，廳覚i丿

・　　 大
」
附 　　里

‘．，1士　 誉
齟

公 立 ハ 堂

・
邇
・　 L ≡「　 セ ン タ ー
・
勉 二

　＊斜字は2011年度の みの 実施内容 を示す．
＊ ＊ 1・

．
線 は2012年度の み の 実施内容 を示す．

ジ ェ ク ト」の 中で 「授業案作成」が成果 として

求 め られ て い た こ と か ら、2011年 度の 研修プ

ロ グ ラ ム を発展 させ 、 「授業案作成と研究授業」

の 内容 を組 み込 んだ 。 そ こで、研修生 の 評価 に

つ い て は 、20ユ2年度の 本邦研 修 を受 けた 10名
に よる評価 を対象 として 検討 を行 っ た 。

　研修評価 に関する調査 項 目作成お よび質問紙

調査 の実施方法に つ い て は国際協力機構の 協力

の もと実施した 。 研修全体 に対する評価は 5 段

階評価で 求め 、 具体的な研修内容に 関する評価

は 自由記述 で 回答 を求め た。なお 、 質問紙調査

の ス ペ イ ン語 へ の 翻訳お よび 回答の 日本語 へ の

翻訳 に つ い て は国際協力機構 に 依頼 した 。

　 1．本邦研修全体の評価

　「到達 目標 と ニ ーズ の 適合性」「研修期 間の 適

切性」 「研修 に対する期待充足度」「日本へ の印

象」に つ い て、

　評価 5 （満足 ・適切）か ら評価 1 （不満足 ・不

適切）の 5 段階で 回答 を求め た （Table　2）。各項

目 と も評価 5 と評価 4 の 回答が 中心で あ り、 概

ね高 い 評価 を得た 。 しか しなが ら、 「研 修期 間

の 適切性 」に つ い て は評価 3 と評価 1 もみ られ

た 。 こ れに つ い て は 「もっ と現場研修 を した

か っ たの で、 もう少 し時間が ほ しか っ た」 とい

う内容が記載 されて い た 。

　次 に 、 「研修 の 到 達 目標の 達成」 に つ い て 、

評価 5 （充分 に達成 した）か ら評価 1 （達成 しな

か っ た）の 5段階で 回答 を求め た （Table　3）。 両

目標 と もに、本邦研修前に比 べ て研修後の 評価

の 方が高か っ た 。 本邦研修に参加する前 に研修
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Table　2　本邦研 修全体に関する評価

質 問 項 目 評 価 5 評価 4 評価 3 評価 2 評価 1

到達目標 とニ
ーズの 適合性 につ い て 8 2 一 一 一

研 修期 間 の 適切性 につ い て 4 3 1 一 1

研修 に対す る期待充足度 につ い て 6 3 一 一 一

日本の 印象につ い て 10 ｝ 一 一 一

＊数値は人数を示す．
＊ ＊

評価 5 ： satisfied ，　appropriate 〜評価 1 ：unsatisfied ，　inappr。priateを示す．

Table　3　本邦研修にお ける到達 目標の 達成に関する評価

到達目標 評価 5 評価 4 評価 3 評価 2 評価 1

日本 にお け る 知 的 ・発達 障 害，運 動障 害 　　 研 修前 2 4 3 1 一
（重度重複障害）の 分野の 特別支援教育

を理解する　　　　　　　　　　　　　　　研 修後 6 4 一 一 一

日本 の 特 別支 援教 育 を理 解 した うえで 、　　 研 修前 2 2 4 1 一
自国で の 教育実践能力向上 の 改善案 を作

成する　　　　　　　　　　　　　　　　研 修後 7 2 一 一 一

＊ 数値 は 人 数 を示 す，
＊ ＊ 評価 5 ：fUlt・achieved ・一評 価 1 ： unachived 　を示す．

生 は 日本の特別支援教育に 関する研修を事前に

受けて きて い た が 、 実際に渡 日 して 具体 的な教

育実践を体感する こ とに よ っ て 、 よ り理解が進

ん だ と考え られる 。 また 、 自由記述の 欄 の 記載

の 中 には 、 研修 で 学ん だ 内容 をボ リビ ア 多民族

国に適 したス タ イル に改善 を試み た い とする 記

載 もみ られた 。

　 2．具体的な研修内容に関する評価

　「ボ リビア多民族 国に とっ て 有益 で あ っ た 内

容」 に関す る 回答 をTable　4に示 した 。 2012年

度の 本邦研修で は研修成果 と して 「授業案作成」

が掲げ られ て い る こ ともあ り、 「授業案」 「教材

教具」「評価」「実態把握」「個別の 指導計画」「個

の ニ ーズに応 じた 指導」など の 記述 が散見 され

た 。

　次に、「よ り深 く学び た い と考 える内容」に

つ い て の 回答 を Table　5に示 した 。 厂有益 で あ っ

た 内容」 で 得 られ た記述 と類似 した内容がみ ら

れ る もの の 、「よ り深 く学び た い と考える内容」

の 方が 「有益で あ っ た 内容」に比 べ て 、 具体 的

かつ 詳細 に記述 される傾向にあ っ た 。 たとえば 、

「ダ ウ ン症」「自閉症児」「重複 障害児」 と い っ

た具体的な障害の 記載や 、 「PEP −3」「DSM −IV」

など の ア セ ス メ ン トの 記載な どがみ られた 。 ま

た 、 「授業案」 とい う同 じ語彙が含まれ る回 答

であ っ て も 「多様な障害に対応した授業案」「授

業案作 成に おける理論 と実践 の 関係」「授業案

と個別の 指導計画 との 関係」な ど、研究授業や

ワ ーク シ ョ ッ プ にお い て授業案 を実際 に作成 し

た際の 疑 問や 、 自国で担 当 して い る子 どもの 指

導 を想定 して い る と推察 される よ うな記載が み

られた 。 特に 「教育実践型 の 演習 ・実習」に つ

い て は、回答内容が多岐に わた っ て い る もの の 、

総論的な内容か ら各論的 な内容へ と回答内容が

変容 して い る こ とが うかが えた 。

　Table　6に、研修成果の活用の 可 能性につ い て
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Table ・4　ボリ ビ ア多民族国に とっ て 有益 で あ っ た内容

研修形態 回 答内容

講 義 個 別 の 指 導 計画 （5）， 自立 活 動 （4）
評価 と して の 象徴ゲーム （3） 附属諸学校の 位置づ けと役割 （2）
臨床の 指導法 とア セ ス メ ン ト （2） 成 果お よび 知識 の 伝達 方法 （1）
授 業 案 の 特 徴 （1） 特別支援学級 （1）
通 常校へ の 統合の プ ロ セ ス （ユ）

教育実践 型 自立 活動   教材教具 （5）
演習

・
実習 社会的自立 と作業場 （4） 個別の 指導計画 （3）

（附属特別支援諸 グ ル ープ学習   授業研究 （3）
学校 ） テ イ

ーム テ ィ
ー

チ ン グ （2） 学 級 環 境 と 設 備 （2）
個 の ニ ーズ に応 じた 授業案 （2） 子 どもの 活動に 対する評価 （2）
ケース ス タデ ィ　（1） 代替 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン ッ ール （ユ）

体育授業の 導入 （1） 教科教 育 にお け る 指導 （D
カ リキ ュ ラム （1） 学級 の 組織化 （1）
自立 活動 （D

教 育実践型 授業案作成 プ ロ セ ス （7） 個 別 の 指導計画 （4）
演習 全 て の 内容 （3） 子 ど もの 活動に 対する 評 価 （3）
（特支 セ ン ター

） 障 害 別の 教 材 教 具 と指導法 （2）

参 観 ・見 学 個 の ニ
ーズ に応 じた 指導   絵文字や 標識の 活用 （3）

学 級 環 境 （3＞ 身辺自立  

教材教具 （D グ ル ープ学習 （1）
全 て の 内容 （1）

＊括 弧 内 の 数値 は 回答者数 を示す．

Table　5　もっ と深 く学 び た い 内容

研修形 態 回答 内容

講義 授 業案 作 成の プ ロ セ ス （5） 自閉症 児の 指導法 （3）
個別の 指導計画 （2＞ 子 どもの 実 態把握 とア セ ス メ ン ト  
附属学校の 位置づ け と役割 （1） 行動変容 （1）
社 会的自立 と 職業 （D 身体運 動に 関 する指 導法 （1）
短期 目標 と長 期 目標 （1） 自立 活動 （1）
視覚障害の 指導法 （D

教 育 実践 型 数学 の 授 業 （3） 学級 運営 （3）
演 習 ・

実習 職業訓練，職業教育 （2） 重複障害児へ の 指導 （2）
（附 属特別支援諸 DSM −IV （1） 音楽療法の 技法 （1）

学校） CIPP評 価 モ デ ル （1） 早期 介 入 の 技法 （1）
授 業研 究 （D ケ ース ス タ デ ィ （1）
専 門用 語 の 臨 床 的根拠 （1） 運動障害児へ の 適切 な物 理 的支援 （1）
テ ィ

ーム テ ィ
ーチ ン グの 規 準 （1） 個の ニ

ーズ に応 じた授 業 実践 〔1＞
個別 の 指 導計 画 と授 業案 との 関係 （ユ〉 理 科の 授業 （1）
個別指 導 計画 （1） 精神障害児へ の 指導 （1）
自立活動 （1） 知的障害児の 体育 （1）
テ ィ

ー
ム テ ィ

ーチ ン グ （1）

教 育実践型 多様な障害に 対応 した授業案 （5） 自閉症児の 指導法 （3＞
演 習 ダ ウ ン症児の 指導法 （1） 個別の 指導計画 （1）
（特支セ ン タ

ー
） 教 材作成 （D コ ミュ ニ ケーシ ョ ン の 発 達 と指 導法

ボ リビ ア の 現状 に 即 した 発達評価 （1） （1＞
授業案作成の 理論 と実践との 関係 （1） 自立活動 （1）

参観 ・見 学 教 師の 対 応   自閉症児 の 指導法 （2）
登校 か ら下校 まで の 授 業参観 （2） PEP −3 （2）
自立 活動 （2） 自閉症児 の コ ミ ュ ニ ュ ケー

シ ョ ン （D
自閉症 に 関す る授 業参観 と演習 （1） 就学 前の 教 育 （1）
グ ル ープ学習 （1）

＊括 弧 内 の 数値 は 回 答者数を示す．
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Table　6　研修成果 の 活用 の 可能性

＊

括弧内の 数値 は 回 答者 数 を示 す．

の 回答 を示 した 。 「短期的に実現可能 な内容」

に は、「ホ
ーム ル ー ム の 設置」「学級構成」「次

回の 授業の 予告」な ど、自国の 状況を鑑み た内

容をは じめ と し 、 研修で 得た知識伝達が中心 と

なる よ うな内容が挙 げ られ て い た 。 それに対 し

て 、「長期 的に努力すべ き内容」 として は 、 「個

の ニ ーズ に応 じた授業」「グ ル ープ の ニ ーズ に

対応 した指導」「身近 に ある材料を活用 した教

材作成」などに つ い て の 記載が多 くみ られ 、「短

期的に実現可能な内容」か ら次の 段 階へ 発展 さ

せ る こ とをイメ ージ した回答もみ られた 。 こ れ

ら の 回答か ら、 獲得 した知識や技術をボリ ビァ

多民族国の教育活動の 現状に適する よ うに無理

の ない 応用 を模索す る 姿勢が うか が えた 。

V ．教育実践を基盤 とした国際教育協力の可能

　性

　本プ ロ ジ ェ ク トにお い て は、筑波大学附属特

別支援学校の 教育実践 を基 盤 と して 、国際協カ

イ ニ シ ア チ ブで 実施 した実践 的なサ ポ
ー

トをよ

り発展 させ た研修 プ ロ グ ラ ム を活用 した国際教

育協力を試みた 。 今回の 研修に お い て は、中田

（2008）が 示 した国際協働授 業研 究モ デ ル に み

られるよ うな双方向性の授業研究の 実現 に まで

は至 らなか っ たが 、 「授業 案作成 と研究授 業」

の 内容を研修プ ロ グ ラ ム に 組み 入 れ る こ とに

よ っ て 、 研修生が 求め る ニ ーズが具体的か つ 明

確化 した と考 え られ る 。 た と えば、2011年度

の研修に対する評価で は「有益だ っ た研修内容」

に つ い て の 記載は 講義や演習 で あげ られ て い た

タイ トル との 重複が多か っ た の に対 して 、 2012

年度の 研修に対す る評価で は研修テ
ー

マ の 具体

的な内容 に踏み こ ん だ記載が み られ た。す なわ

ち 、

“
日本で研修を受 けて よか っ た

”
とい う漠

然 と した感想を抱 くだけで はな く、 よ り高度な

教育実践 を自国で 実現す るた め に必要 な知識や

技能 などを精査す る姿勢を示 して い る と捉える

こ ともで きる 。

　本研修にお い て は時間的な制約か ら、研修生

の ニ ーズ と して挙げ られて い た内容 で あ っ て も

研修 プ ロ グ ラム の 構成に は組 み込めな い もの も

少 な くな く、個 々 の 研 修 ニ ーズ をどの よ うに焦
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点化 させ 、プ ロ グ ラ ム を構成 して い くの か につ

い て も十分に検討する こ とが 不可 欠で ある こ と

が示唆され た 。 さ らに、限 られ た研修期間の 中

で 、 研修プ ロ グラ ム を有効的か つ 効率的に運用

して い くた め に は 、 研修後の フ ォ ロ ー
ア ッ プ体

制 も含 めて、事前および事後の 指導の 実施体制

を視野 に い れ てお くこ とが、研 修へ の 充実度 に

対する
一

つ の 鍵 となる と考 え られ る 。

　 また 、 通常 の 教育活動 と並行 して 、 海外研修

生 へ の 研修 も実施する こ と に なる こ とを考慮す

る と 、
コ ー

デ ィ ネー
タ
ーの 役割が極めて重要で

ある 。 本稿 にお い て は、研修の 運営お よび コ ー

デ ィ ネー トにつ い て は触れ なか っ たが、研修運

営お よび コ ー
デ ィ ネー ト、 研修生の ニ ーズ把握

の ノ ウハ ウ を蓄積 して い くこ とも継続的 な国際

教育協力に は必要で ある と思 われ る 。 また 、 教

育協力 を実施する側か らの
一方向か らの 働 きか

けに よる国際教育協力で は持続性に課題 が残る

こ とが推測 され、国際教育協力の 活動 を通 して

教育協力を実施す る側 に とっ て もメ リ ッ トが実

感で きるプ ロ グ ラ ム の 展 開が不可欠で あ る。 田

中 （2008）の 指摘 に もあ る よ うに、国際教育協

力を展開す るメ リ ッ トの
一

つ として 、日本の 教

育現場で 蓄積 されて きた財産を異文化の 目か ら

改め て評価する機会が得 られ る こ とが考 えられ

る。

V［．今後の課題

　ボ リ ビア多民族 国に対する 国際教育協力の 研

修実践事例 をもとに、筑波大学附属特別支援学

校 にお ける教 育実践 を活用 した研修プ ロ グ ラ ム

の 有効性に つ い て検討 し、 国際教育協力 におけ

る教育実践型研修 の 今後 の 方向性に つ い て 考察

を試み た 。 本稿 にお い て は、研修生 の 視点に よ

る評価 をもとに研修プ ロ グ ラ ム の 内容 に つ い て

検討を行 っ たが、研修を受入 れ た教 師や研修の

コ
ー

デ ィ ネー
タ
ー

の 視点にた っ た評価 も行 うこ

とで、研修 プ ロ グ ラ ム の 内容をよ り多角的に 検

証す る こ とが 可能とな る と考える 。
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Programs based Educational Practices in International Education Cooperation

           -  Case Study of  Plurinational State ofBolivia  -

Atsuko  SIYI'O, Ayano  IKEDA,  [fakao ANDO,  Akira  YOKKAICHI,  
"Vbshihiro

 FUJIwnRA,

[[lsutomu NAGASAKI,  Kazuhiko  MAMADA,  Thkeyuki HIDAKA,  Sachiko YOSHIZrwA,

         Koji SATO,  Katsuhiko NOMURA  and  Satoko NUMAZAWA

 A  case  with  the training type of  educational  practiced style for trainees sent from the Plurinational

State of  Bolivia is reported  in this paper. The  researchers  conducted  this training program  in

cooperation  with  five special support  education  schools,  the University of  Tsukuba, and  the Japan

International Cooperation Agency (JICA). This program  makes  use  of  the performance of  the

International Cooperation Initiative between April 2011- March  2013, which  is a  project that the

Special Needs  Education Research  Center at  the University of  Tsukuba has conducted  to support

programs  for in-service teachers  and  teachers who  are  Japan Overseas Cooperation Vblunteers for

JICA. This paper details how  the training researchers  have examinecl  and  discussed the future direction

for training of  international cooperation  in education  by  refening  to the evaluations  of  trainees and

coordinators,  lhe result  of  our  research  clearly shows  that we  need  to teach  before and  after  training

and  construct  a  support  system  for improving the quality oftraining.  We  also  suggest  that the training

type of  educational  practiced style  will  give us  the opportunity  to rethink  the  professionalism and

contribute  to the future enhancement  ofspecial  support  education  in Japan.

Keywords: intemational cooperation  in education,  developing country,  Plurinational State of  Bolivia,

       special education,  educational  practice
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